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序章　はじめに
Ⅰ．問題の所在
一．契約責任の対象 ―伝統的理解―
当事者の意思表示の合致を要素とする契約は、両当事者が目的とする利
益および結果（以下では、「給付利益･給付結果」と称する。）を実現させ
るために債務を発生させる（1）。この債務は、当事者間の「合意（意思）」を
根拠として、契約の性質を決定づける主要な債務（以下では、「主たる給
付義務」と称する。）であり、主たる給付義務が履行されると、契約によっ
て当事者間に認められる特別な結合関係としての債権債務関係（以下で
は、「債務関係」と称する）はその目的を達成し消滅するために契約が終
了すると考えられている（2）。また、債務者が正当な理由なくして債務の本
旨に従った履行をしない場合（以下では、「本旨不履行」と称する。）には、
一次的には債務の本旨に従った履行の強制を認められる。また、本旨不履
行が債務者の帰責事由（故意または過失）による場合に、債務の性質上履
行の請求が認められないとき、または給付の実現を請求することができな
いとき、二次的に債権者は本旨不履行によって同人に生じた損害の賠償請
求（さらには契約の解除や、場合によっては、保証人に対する保証債務の
履行請求）が認められる。このように、契約当事者によって目指された給
付利益・給付結果が実現されないことから債務者に生じる債務不履行責任
（以下では、「契約責任」（3）と称する。）は、債権者の救済を認める制度であ
（1）　この債務に対応する債権は、請求力・給付保持力・訴求力・掴取力といった効力
が認められる給付請求権を中心とした権利であるとされる。しかし、場合によって
は、「自然債務」や「責任なき債務」といった債務に対応する債権には、債権の効力
の一部が認められないものも存在している。本稿では、そのような特殊な債権債務
は扱わないこととする。
（2）　渡辺達徳・野澤正充『債権総論（弘文堂NOMIKA）』（弘文堂、2007）58,59頁（渡
辺達徳執筆）、潮見佳男『新債権総論Ⅰ』（信山社、2017）182頁。
（3）　債務と責任との関係について、一定の財産が債務の引き当てとなっていることを
責任として理解されているが、この点に着目して、債務と責任を分離して理解すべ
きかについて問題とされてきている（我妻榮『新訂 債権総論（民法講義Ⅳ）』（岩波
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る（4）。以上のことから、契約責任とは、契約当事者間における主たる給付
義務の履行過程（以下では、単に「履行過程」と称する。）において生じ
る障害（以下では、「給付障害」と称する。）に対する責任であると理解さ
れることとなる。
二．契約責任の拡張
（一）伝統的理解からの脱却
上記の伝統的理解によれば、契約責任は、「契約当事者」・「主たる給付
義務」・「履行過程」という３つの用語によって限定的に運用されなければ
ならないこととなる。しかし、ドイツにおいて展開された積極的債権侵害
論に示唆を得て（5）、日本においても契約当事者の債務は主たる給付義務に
尽きないという理解が広まると、主たる給付義務違反以外の債務の不履行
についても契約責任が妥当することが意識され、契約責任に関する伝統的
理解に疑問が呈されることとなる。その結果、今日では、伝統的理解に留
まることなく、契約責任が妥当する領域が拡張していることが判例および
学説において広く承認されている。このように、契約当事者の債務は主た
る給付義務に留まらないという理解を端緒として、契約責任の拡張の問題
書店、1964）72-75頁、林良平（安永正昭 補訂）他編『現代法律学全集８　債権総
論［第３版］』（青林書院、1996）69-71頁（林良平執筆、安永正昭 補訂）、中田裕
康『債権総論［第３版］』（岩波書店、2013）69-69頁、潮見・前掲注（2）『新債権』
637,638頁）。本稿における「契約責任」とは、このような債務と責任の関係性に注
視した分析を行うのではなく、債務者の帰責事由によって本旨不履行に陥った場合
において、債権者に認められる債務者に対する権利、具体的には債権者に認められ
る履行請求権、損害賠償請求権および解除権を包摂した概念として用い、保証債務
の履行請求権については扱わないものとする。
（4）　我妻・前掲注（3） 98,99頁、甲斐道太郎編『現代民法講義４　債権総論［第二版］』
（法律文化社、2001）54頁（今西康人執筆）、下森定「民事責任とくに契約責任体
系の変貌と再構築 ―ー総論的問題提起」法セミ333号（1982）124頁。
（5）　ドイツにおける不法行為責任は厳格に解されているために適切な被害者救済を図
ることが困難であったことから、不法行為責任を用いることなく契約責任を用いて
被害者救済を図る必要性から積極的債権侵害論が展開されている。詳しくは、宮本
健蔵『安全配慮義務と契約責任の拡張』（信山社、1993）１-５頁を参照されたい。
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は、今日、「質的拡大」・「人的拡張」・「時間的延長」という３つの領域に
またがって存在していることが意識されている。
まず、「質的拡大」と称される問題は、債務は主たる給付義務に限るこ
となく債務関係上種々の義務が認められると考えるものである。この理
論は、積極的債権侵害というドイツにおける議論に示唆を受けて展開さ
れ（6）、我が国において債務の性質論（義務構造論）に大きな影響を及ぼし、
義務構造論から履行過程における債務には、当事者間の合意を根拠とする
主たる給付義務のみならず、信義則を媒介として、主たる給付義務とは別
に給付利益・給付結果の実現に資する「付随義務」や、契約当事者の合意
によって定められる給付利益・給付結果を超えた相手方の利益、すなわち
生命・身体・健康等の人格的利益または所有権等の財産的利益およびそれ
らに準ずる法律上保護に値する利益である「完全性利益」（7）に資する「保
護義務」が存在することが今日広く認められるに至っている。ついで、「人
的拡張」と称される問題は、契約責任が契約当事者に限定されることな
く、契約に直接は関係していないが契約当事者と密接な関係にある者にも
及ぶと考えるものである。この理論は、第三者の保護効を伴う契約論とい
うドイツにおける議論に示唆を受けて展開されている（8）。そして、「時間的
延長」と称される問題は、契約責任は履行過程における給付障害のみに限
（6）　この問題に関する主要な論考として、北川善太郎『契約責任の研究 ―構造論―』
（有斐閣、1963）42頁以下、307頁以下、潮見佳男『契約規範の構造と展開』（有斐閣、
1991）52頁以下、85頁以下、長坂純『契約責任の構造と射程 完全性利益侵害の帰責
構造を中心に』（勁草書房、2010）、等がある。
（7）　奥田昌道「契約法と不法行為法の接点 ―契約責任と不法行為責任の関係および両
義務の性質論を中心に―」磯村哲代表編集『於保不二雄先生還暦記念 民法学の基礎
的課題 中』（有斐閣、1974）210頁、長坂純「契約債務関係の構造 ―その今日的理
解―」明治大学法学部創立130周年記念論文集（2011）344頁。
（8）　この問題に関する主要な論考として、奥田・前掲注（7）207頁,229頁-242頁、田
上富信「契約の第三者に対する効力」遠藤浩他監修『現代契約法大系 第１巻 現代契
約の法理１』（有斐閣、1989）103頁、山本宜之「契約の第三者保護効についての
最近の議論と展望」磯村哲他編『石田喜久夫先生古希記念 民法学の課題と展望』（成
文堂、2000）615頁、等がある。
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られず、契約締結前および契約終了後であっても妥当しうると考えるもの
である（9）。
これらの問題意識のもと、契約責任に関する伝統的理解を超えて契約責
任が妥当する領域が拡張していることが今日では広く認識されるに至って
いる。
（二）契約責任の時間的延長に関する問題点 ―契約余後効論の視点―
契約責任の時間的延長は、伝統的に、契約当事者間において債務関係が
認められない（存立しない）と考えられている契約締結前および契約終了
後の２つの領域に関わる問題である。第一に、契約締結前について、伝統
的理解は、当事者間の合意が存在しないため契約上の債務は発生しておら
ず、その債務不履行もありえない解しているが、契約交渉過程で当事者に
一定の社会的接触関係が発生し、この関係によって基礎付けられた取引上
必要な注意義務に違反した者に対しては契約責任が妥当すると唱えられて
おり、「契約締結上の過失」として論じられている。第二に、給付利益・
給付結果が実現されたために契約が終了した以後について、伝統的理解
は、既に契約は終了していることから契約当事者であった者に債務は存在
せず契約責任は妥当しないと解しているが、契約を全体として適切に機能
させるために、その後の関係を補充する義務が存在し、これに違反した者
（9）　この問題に関する主要な論考として、北川善太郎「契約締結上の過失」契約法大系
刊行委員会編『契約法大系Ⅰ（契約総論）』（有斐閣、1962）221頁以下、奥田・前
掲注（7） 222-229頁、本田純一『契約規範の成立と範囲』（一粒社、1999）１頁以下,255
頁以下、円谷峻『新・契約の成立と責任』（成文堂、2004）、髙嶌英弘 ｢契約の効力
の時間的延長に関する一考察　―ドイツにおける契約の余後効（Nachwirkung）を
めぐる議論を手掛かりとして―｣（一）産大法学 第24巻 第３・４号 （1991）59頁お
よび（二・完）産大法学25巻第１号（1991）１頁、熊田裕之 ｢ドイツ法における契
約終了後の過失責任 ―いわゆる ｢契約の余後効的義務｣ について―｣ 法学新報 第97
巻 第１・２号（1990）369頁以下、湯川益英「いわゆる『契約の余後効的義務』概
念と契約責任の拡張理論 ―従たる給付義務、附随義務・保護義務と「契約の余後効
的義務」―」獨協ロージャーナル11号（2017）187頁以下、等がある。
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に対しては契約責任が妥当すると唱えられており、「契約余後効」として
論じられている。このように、契約責任の時間的延長は契約締結上の過失
と契約余後効という２つの領域に分けて論じられてきた。
契約締結上の過失は、旧来よりドイツの裁判例・学説の影響を受け研究
が進められ、我が国における判例研究を通じて導入可能性について議論が
盛んに行われており、今日に至るまで理論的展開が精緻に分析され、契約
が有効に締結された場合とそうでない場合とに分け、被違反義務の性質、
義務違反の効果および責任の性質について詳細に研究されたことで、「契
約締結上の過失論」として体系化されているといえる（10）。また、我が国に
おける研究で多くの示唆を与えているドイツでは、裁判例が多く存在し、
学説においても理論的成熟をみたとして、2002年の債務法改正に際して、
ドイツ民法典（以下、「BGB」と称する。）311条２項が定められるに至っ
ている（11）。
（10）　北川・前掲注（6） 『契約』221頁以下、渡辺博之「わが国における『契約交渉のさ
いの過失責任』の総合的分析」（1）判評487号（判時1679号）（1999）180-192頁, （2）
判評488号（判時1682号）（1999）164-177頁, （3）判評489号（判時1685号）（1999）
188-196頁, （4）判評490号（判時1688号）（1999）188-200頁, （５･完）判評491号（判
時1691号）（2000）169-183頁、本田・前掲注（9）１頁以下、円谷・前掲注（9）、
等がある。
（11）　BGB311条（法律行為上の債務関係および法律行為類似の行為上の債務関係）
１項： 法律行為による債務関係の設定ならびに債務関係の内容変更の為には、法律
に別段の定めがない限り、当事者間の契約が必要である。
２項：241条２項による義務を伴う債務関係は以下によっても生じる。
　１号：契約交渉の着手、
　２号： 当事者の一方が場合によって生じうる法律行為上の関係を考慮して、相手
方に対し同人の権利、法益および利益への影響可能性を承認する、また
は、同人にその可能性を委ねる契約締結の用意、または
　３号：法律行為類似の接触。
３項： 241条２項に基づいた義務を伴う債務関係は、自らは契約当事者でない者にも
生じうる。そのような債務関係は、特に、第三者が、特別な程度に自らへの信
頼を求め、それにより契約交渉または契約締結に重大な影響を及ぼすときに生じ
る。
　なお、上述のようにBGBは2002年に債務法が改正され、それまでの条文から変更し
たものと、条文がそのまま維持されているものがある。本稿では2002年以前の条文で
改正後に変更があったものを旧BGBとし、変更がなかったものおよび新たに定められ
たものについてはBGBと表記する。また、BGBの日本語訳にあたり、半田吉信『ドイ
ツ新債務法と民法改正』（信山社、2009年）、ディーター・ライポルト原著、円谷峻訳
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契約締結上の過失に対し、契約余後効は、我が国において古くは鳩山秀
夫博士が理論的示唆を与え、今日では学説上その問題性に関しては承認さ
れるに至っており、判例研究を通じた分析やドイツの議論状況に着目した
理論的分析・検討が試みられ、「契約余後効論」として体系化されている
といえる（12）。
このように、我が国では時間的延長について契約締結上の過失と契約余
後効とに分けて研究がなされているが、契約締結上の過失に比して、契約
余後効は理論的な分析が十分行われてきたとは言い難い。すなわち、契約
締結上の過失は、問題となる場面によってその対応を異にすることが明ら
かにされた上で多様な視点から分析が行われてきたのに対し、契約余後効
は、契約終了後に存する義務が問題となるという共通認識は存在するもの
の、被違反義務の存立基盤としての債務関係の性質、履行過程に存する義
務との相違、義務違反に対する責任の性質、に関しては詳細に論じられる
ことはほとんどないというのが現状である。
Ⅱ．本研究の対象と意義
一．対象 ―主たる給付義務の履行後の義務―
上述の通り、契約責任に関する伝統的理解によれば、給付利益･給付結
果を実現させる主たる給付義務が履行されると契約は終了し、以後、契約
責任は問題とならないとされる。この伝統的理解に対して、契約責任の
『ドイツ民法総論―設例・設問を通じて学ぶ― ［第２版］』（成文堂、2015）、を参考に
した。
（12）　鳩山秀夫『債権法における信義誠実の原則』（有斐閣、1955）（初出1924）262
頁以下、本田・前掲注（9）255頁以下、髙嶌・前掲注（9）｢契約の効力（一）｣ 59
頁「契約の効力（二・完）」１頁、熊田・前掲注（9）｢契約終了後の過失責任｣ 369
頁以下、鎌野邦樹 ｢眺望・景観利益の保護と調整 ―花火観望侵害・賠償請求事件
（東京地判平成18 ・12 ・８）を契機として｣ NBL853号（2007）10頁以下、秋山靖
浩 ｢マンションの眺望変化と売主の責任｣ ジュリスト1402号（2010）35頁以下、
手島豊 ｢医師の顚末報告義務に関する学説・裁判例の最近の動向｣ 民事法情報85号
（1993）41頁以下、等がある。
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「質的拡大」が論じられる中で、債務は主たる給付義務に尽きないことが
明らかにされ、さらに義務構造論の展開によって債務者が負っている義務
の分析が行われてきた（13）。この義務構造論はドイツにおける議論に示唆を
受け我が国においても展開されているが、債務関係における義務の位置づ
けについて多様な見解が存しており、統一的見解に達しているとは言い難
い。しかし、我が国およびドイツの議論状況を見ると一定の共通理解は存
在しているように思われる（14）。
まず、当該義務が保護の対象としている利益（保護法益）が給付利益・
給付結果か完全性利益によって分類されている。給付利益・給付結果と
は、契約当事者が契約によって目指している利益および結果を意味し、そ
の内容は契約当事者の合意（および契約の解釈）によって定められ、給付
および給付目的物の時価または反対給付の額にほぼ等しいと考えられてい
る（15）。これに対し、完全性利益とは、契約当事者の合意によって定められ
る給付利益・給付結果を超えた相手方の利益、すなわち生命・身体・健
康等の人格的利益または所有権等の財産的利益およびそれらに準ずる法
律上保護に値する利益を意味するとされる。給付利益･給付結果を保護法
益とする義務には、論者によってその呼称は異なるが、「主たる給付義務
（13）　本稿における「債務」と「義務」の関係性についてここで明らかにしておく。上
述したように、給付利益・給付結果の実現に向けて両当事者の合意（場合によって
は、信義則や法律の定め）を基礎とする債務関係を存立基盤として「債務」が発生し、
これに対応する権利として「債権」が認められる。本稿において、「義務」は、契約
当事者間に認められる「債務」を義務構造論の下で分析したことで認められる当事
者に課されている拘束として用いる。すなわち、本稿において、「義務」とは「債務」
の性質に着目しているときに用いる呼称である。
（14）　MünchKomm-Günter Roth, 5. Aufl. 2007, Rn.14f f. zu§241.; MünchKomm-Gregor 
Bachmann, 7. Aufl. 2016, Rn.26f f. zu§241.; PalandtKomm-Christian Grüneberg, 
76.,neu.Aufl., 2017, Rn.2ff. zu§241, Rn.22ff.zu§242. 北川・前掲注（6） 『契約』90頁
以下、同『債権総論（民法講要Ⅲ）［第三版］』（有斐閣、2004）15-17, 29-31頁、潮
見・前掲注（6）140-152頁、長坂・前掲注（6）292-305頁を参考にした。なお、義
務構造論について統一的見解が存在しないことから、以下では、上記の意味で義務
構造を捉えることとする。
（15）　奥田・前掲注（7）209,210頁。
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（Hauptleistungspflicht）」、「従たる給付義務（Nebenleistungspflicht）」、「付
随義務（Nebenpflicht）」、の３つが属するとされる。主たる給付義務とは、
当事者間の合意に基づく義務であり当該債務関係を特徴付ける不可欠な義
務であるとされる。また、従たる給付義務とは、当該債務関係に特有の義
務ではないが債務関係の内容を画するのに有用な義務であるとされる。そ
して、付随義務とは、論者によって整理の仕方は異なるが、従たる給付義
務と比較すると履行請求権が認められず、その違反があっても給付結果が
実現することもあるので、その違反によって給付利益･給付結果が不完全
なものとなっていると評価されるときにはじめて問題となり、単独では帰
責根拠とならないという点で異なる義務であるとされる（16）。そして、完全
性利益を保護法益とする義務には、「保護義務（Schutzpflicht）」が属する
とされ、原則として、完全性利益が侵害された場合に問題となるために履
行請求権が認められないとされる。このように、義務は保護法益によって
分類されているが、今日では、前者は契約当事者間の合意を基礎として導
かれるのに対し、後者は契約当事者の合意によらずして定まる利益である
完全性利益を保護法益としており、契約当事者の合意がなくとも信義則を
根拠として導かれうるということが指摘されている。そのため、両義務の
存立基盤としての債務関係は異なることが意識されている（17）。
義務構造論については一定の共通理解が存するものの、主たる給付義務
の履行によって給付利益・給付結果が実現したことで義務存立基盤として
の債務関係が消滅し、契約が終了しているために契約当事者は義務を負う
ことはないということには変わりない。しかし、主たる給付義務の履行後
であっても、契約当事者であったという従前の関係性に着目して一定の義
務が認められる場合があることが裁判例においても明らかであり、学説に
おいても広く承認されている。
この義務は、主たる給付義務の履行後には契約が終了したために、当事
（16）　長坂・前掲注（6）292, 296-298頁。
（17）　長坂・前掲注（7）361-365頁。
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者間には従前の債務関係を基礎とした義務は認められないという伝統的理
解では説明が困難である。さらに、契約が終了したために従前の債務関係
を基礎とする義務は認められないとしつつ、従前の関係に着目して義務が
認められるという点を鑑みると、主たる給付義務の履行後において契約が
終了しているという理解についても疑問が生じうる。
この義務は、従来「契約余後効論」の中で論じられてきたことから、契
約余後効論を研究の視点として分析を行うこととする。なお、上記のよう
に主たる給付義務の履行によって契約が終了するという理解に立脚する
と、問題となる義務について適切な分析を行うことが困難であると考えら
れることから、「契約終了後」ではなく、より基準が明確となりやすい「主
たる給付義務の履行後」に従前の関係性に着目して認められる義務を検討
対象とする（18）。
二．対象となる事例 ―事例の多様性―
我が国において、主たる給付義務の履行後の義務が裁判例および学説に
おいて広く認められているものの、裁判上認められた義務の内容や義務違
反の効果、責任の性質は様々である（19）。
例えば、仙台地決平成７年８月24日（判時1564号105頁）では、マン
ション販売業者にはマンション販売後に景観を阻害する建物を建ててはな
らない義務が認められ、建築中の建物の差止めが認められている。この事
例で認められた義務は、まさに契約上の主たる給付義務の履行後に問題と
（18）　本稿では主たる給付義務の履行後の義務に着目するが、賃貸借契約や雇用契約に
代表される継続的契約においてはどの時点を意味するのかが問題となる。この点に
ついて、本稿では、継続的契約において債務不履行に基づく法定解除によらずして
契約が終了した時点をもって主たる給付義務の履行後と位置付けることとする。な
ぜならば、継続的契約はその性質上一回的な給付を目的とせずに、継続的な給付を
契約の内容とされているために、主たる給付義務の履行後とはその継続的な給付を
終えたときと解することが妥当であると解するためである。
（19）　ここで挙げる事例は、本稿の第二章 Ⅲで取り上げる裁判例の一部であり、詳細は
そこで取り上げることとする。
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なる義務であり、義務違反の効果として一種の履行請求が認められた事案
である。また、東京地判平成23年１月27日（判タ1367号212頁）では、
医師には診療契約に基づく医療行為の後に診療行為の説明および診療録の
閲覧に応じなければならない義務が認められ、その債務不履行に基づく損
害賠償請求が認められている。この事例で認められた義務もまた、契約上
の主たる給付義務の履行後に問題となる義務であるが、損害賠償請求のみ
を肯定しており、上記の仙台地決とは義務違反の効果が異なっている。
いずれにせよ、上記の２つの事例は義務違反の効果が異なるものの、契
約責任として構成されている。これらに対し、大阪高判平成５年７月30日
（判時1479号21頁）では、エレベーターメーカーにはエレベーターの保守
に必要な交換部品を供給する義務が認められ、この義務の不履行によって
生じた損害の賠償を不法行為責任として認めている。契約上の主たる給付
義務の履行後にも義務が存在することを認めつつ、この義務の不履行に
よって生じた損害の賠償を不法行為責任として認めたという点では、上記
の２つの事例とは大きく異なる。さらに、札幌地裁平成23年３月24日（消
費者法ニュース89号178頁）では、ガス湯沸器の不完全燃焼による一酸化
炭素中毒死事故について、ガス器具の製造販売メーカーは、自社製品に
よって利用者の生命身体に危害が及ばないように可能な限りの安全対策を
講じなければならない義務を認め、この義務違反によって事故が発生した
として不法行為責任に基づく損害賠償を認めている。この事例は不法行為
責任として処理されているが、認定された義務はまさに販売されたガス器
具の買主および利用者に対して売主が負っている義務であるとも考えられ
る。
本稿で検討対象とする上記の義務は、上述のように、主たる給付義務の
履行後においても認められるものであることから、主たる給付義務の履行
後では債務関係を基礎とする義務は存在せず契約責任は妥当しないと解す
る契約責任の伝統的理解では説明が困難なものである。さらに、一般私人
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間を対象とするのではなく契約当事者であったという従前の関係性に着目
して認められる義務であり、かつ、不作為請求のみならず作為請求も可能
である場合もあることから、義務違反に際して不作為請求のみが限定的に
認められうる一般私人間に存在する不法行為法領域で本来問題となる義務
（いわゆる、社会生活保安義務）として論じることも困難である。
このように、主たる給付義務の履行後の義務は、その内容や義務違反の
効果、責任の性質について一様に論じることができない多様な義務である
ことが明らかである。
三．意義 ―契約責任体系の再構築―
上記のように、契約責任の妥当する領域が拡張していることが言及され
る一方で、契約責任の限界規準が曖昧となっているとも評価できる。これ
は、特に、時間的延長の一領域である契約余後効論の中で言及される主た
る給付義務の履行後における義務については、理論的分析が不十分であ
り、契約責任に関する伝統的理解では説明することが困難であり、また、
上記の裁判例において義務違反時の責任の性質が契約責任や不法行為責任
として構成されていることからも明らかである。
本研究の対象である主たる給付義務の履行後の義務の位置づけが明らか
になるならば、今日の我が国における契約責任領域の時的限界付けを行う
ことができ、さらには契約責任体系を再構築する際の理論的示唆を与える
ことができると考える。
Ⅲ．本稿の構成
本稿は、主たる給付義務の履行後の義務について契約余後効論の視点で
分析を行い、契約責任を「時間」という側面から分析し、その限界付けを
試みるものである。
本研究にあたり、第一に、我が国における契約余後効論の展開について
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取り上げ、理論的到達点を探るとともに、裁判例の傾向を分析すること
で、理論的問題点を析出することとする（第一章）。第二に、我が国にお
ける契約余後効論に対する理論的示唆に富み、これまでも参考とされてき
たドイツにおける契約余後効論の展開について取り上げ、ドイツにおける
裁判例の傾向および学説における理論的到達点を探ることで、我が国おけ
る問題点に対して理論的示唆を得ることとする（第二章）。第三に、これ
まで明らかとなった理論的問題点および理論的示唆をもとに、契約余後効
論の理論的基礎の構築を試み（第三章）、構築した「契約余後効理論」を
もとに裁判例を再び分析することで構築した理論の検証を行うこととする
（第四章）。
第一章　日本における契約余後効論の展開
Ⅰ．はじめに
日本における契約余後効論は、古くは鳩山秀夫博士がその理論的示唆を
提示したことに端を発する。それ以前においても契約余後効に関わる裁判
例は散見されるが（20）、契約余後効の問題性が学説上定着した後に、契約余
後効に関わる裁判例が増加している。
本章では、学説の理論展開について分析・検討を加え、この分析・検討
（20）　後述するように、契約余後効論の展開における初期の学説においても、日本の裁
判例が言及されている。例えば、鳩山博士は、大判大11年８月３日（大審院刑事判
例集１巻407頁）を念頭に置いている（鳩山・前掲注（12）297,298頁）。この事件は、
使用者のために金品保管業務に従事していた者は、雇用契約終了後であっても業務
引継を終えるまではこの業務を継続する責任を負い、引継完了前に占有物を不正に
領得した行為が業務上横領罪を構成するとされた事件である。また、牧野英一博士
は、大判大15年９月28日（大審院刑事判例集５巻387頁）を念頭に置いている（牧
野英一『民法基本問題 ５巻』（有斐閣、1941）（初出1939）518,519頁）。この事件
は、芸娼妓酌婦の周旋を業とする者が酌婦の仕替方を依頼されてその間自宅に置い
たが、その酌婦が腎臓病と性病のため重体に陥ったにもかかわらず、医者に診せる
などはせずに、自宅裏手の物置小屋に僅かな食事および布団を供したのみで死亡さ
せたために、（当時の）刑法218条１項前段の構成要件を備えるかが争われた遺棄致
死事件である。
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から明らかとなった今日の理論的到達点に存する問題点について、日本の
裁判例がどのような判断を下しているのかについて傾向分析することで、
日本における契約余後効論に存する問題点を析出していくこととする。
Ⅱ．学説の理論展開
一．学説の分類と分析視角
契約余後効論は、古くから日本において議論の対象とされてきた。この
契約余後効論が今日に至るまで、学説上どのように展開してきたかを以下
で分析していく。
日本における契約余後効論に関する学説展開には、大きく３つの時代区
分に分けて分析することが有益であろう。すなわち、契約余後効論の萌
芽、定着、深化、という区分である。
第一の契約余後効論の萌芽とは、契約余後効に関する事例はほとんど出
現していなかったにもかかわらず、契約余後効が問題となることを示唆
し、日本における契約余後効論の出発点となった時期である。第二の契約
余後効論の定着とは、契約余後効の存在が示唆され、特に、我妻博士に
よって言及された後に、我妻博士の理論を参考に日本において契約余後効
が学理上承認された時期である。第三の契約余後効論の深化とは、日本に
おいて学理上定着したように思われる契約余後効が、裁判例の出現によっ
て、裁判例という新たな分析手段を用いることが可能となった時期であ
る。
本稿では、上記の時代区分における代表的論者によって言及された契約
余後効論を分析の対象とする。また、日本の学説の理論展開を分析するに
際し、契約責任に関する伝統的理解では明らかにすることができない点に
焦点を充てて分析を行うこととする。すなわち、①契約余後効がどのよう
な場面に妥当すると考えられているのか（想定場面）、②契約余後効をど
のように理解するのか（契約余後効の意義）、③契約余後効において問題
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となる主たる給付義務履行後の義務の存立基盤は何であるのか（義務存立
基盤としての債務関係（21））、④契約余後効における義務は義務構造論上ど
のように位置づけられるのか（被違反義務の性質）、⑤契約余後効におけ
る義務の違反に際し債権者は債務者に対していかなる請求ができるのか、
さらにその責任の性質は何か（義務違反の効果と責任性質）、という５つ
の観点に留意して分析する。
二．契約余後効論の萌芽
（一）鳩山説
１　想定場面 ―義務の具体的な内容―
鳩山博士は、契約余後効として想定している場面を「一時的債権契約」
と「継続的債権契約」とに分けて論じている（22）。
「一時的債権契約」における契約余後効に関する具体的場面として、給
付不能または債務者の給付以外の原因で債権が消滅した場合における通知
義務を挙げている。まず、前者の場合の通知義務の内容は、給付不能で債
務が消滅したという事実を債務者が債権者に通知することである。民法は
通知義務について複数の規定を設けているが、鳩山博士は、これらは通知
によって予め将来の処理を決定するために必要な知識を与えることを目的
に設けられているという。しかし、これらの通知義務を認めた法律関係は
種々異なっており、その義務違反の効果も統一ではないこと、さらに、
415条の反対解釈から給付不能によって「債務関係」は消滅することから、
当事者間に法律関係が存在しているために通知義務を認めているこれらの
規定を類推適用して給付不能時における通知義務を導き出すことは困難で
（21）　本稿では、義務の存立基盤として契約当事者に存する関係を債務関係としている
が、論者によって債務関係の呼称および理解が異なっている。そこで、各論者が用
いている呼称を直接引用する場合には特に鉤括弧を用いて表記することとし、筆者
が念頭に置いているものについては特に鉤括弧を用いずに表記する。
（22）　なお、鳩山博士は日本を念頭に置いて場面を想定しているが、それらの場面はド
イツにおいて問題とされた場面を参考にしている（鳩山・前掲注（12）292-296頁）。
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あることから、信義則のみに基づいて給付不能時の通知義務が認められる
と解している。ついで、後者の場合の通知義務の内容は、債務者の給付以
外の原因で債権が消滅したという事実を債権者が債務者に通知することで
ある。債務者が給付不能の場合に通知義務を負うのと同一の理由で、給付
不能以外の原因で債務者が給付を為す必要がなくなったことを債権者が先
に知った場合には、これを通知しなければならないという（23）。しかし、い
ずれの場合も「主たる給付義務の履行後」を念頭に置いているのではない
点には注意が必要である。
　「継続的債権契約」における契約余後効に関する具体的場面として、
654条の善処義務を挙げている。委任契約の規定ではあるが、これを他
の「継続的債権契約」終了後についても類推適用すべきであるとしてい
る（24）。特に、雇用契約終了後に引き継ぐべき事務があるときに、654条を
類推適用することで、雇用契約終了後もなお業務の継続を認め、かつ、そ
の範囲において報酬請求権の存続を認めている（25）。また、賃貸借契約終了
後であっても賃借人による賃借物の占有が不法占拠となるまでは、賃貸借
関係が存続していると解することができるという（26）。これは、賃貸借契約
終了後であっても賃借物を継続して占有する行為について、賃貸借契約の
継続的契約たる性質から、「契約終了後」においても各当事者は互いに信
義則に従って契約関係を整理する権利と義務を有すると解することで、賃
貸借契約終了後であっても賃貸借契約を継続する目的で賃借物を占有する
のは不法占拠とならないが、その占有に対して賃貸人が異議を述べたとき
はその以後の占有は原則として不法占拠となるという見解から導き出され
ている。なお、関東大震災後に問題となった、いわゆる焼け跡のバラック
（23）　鳩山・前掲注（12）294,295頁。
（24）　鳩山・前掲注（12）297頁。
（25）　前掲注（20）に掲げた大審院刑事部大正11年８月３日判決（大審院刑事判例集
１巻407頁）を念頭に置いている（鳩山・前掲注（12）297,298頁）。
（26）　鳩山・前掲注（12）298,299頁。
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について、目的物の滅失によって賃貸借契約が終了したと評価できるが、
関東大震災後の極めて異常な生活関係を整理するために信義則を柔軟に適
用し、焼け跡にバラックを建築した後ならば、相当の期間、バラックの撤
去を猶予しなければならないという（27）。
２　契約余後効の意義
鳩山博士は、信義則の概念および機能について諸外国を参考に叙述する
中で、債権法における信義則の適用の問題は、履行過程に限定されるので
はなく、契約締結前および「債権関係」終了後においても適用されること
を正当とする（28）。「債権関係」終了後において信義則が適用される結果、
上記の義務が債務者に課されているとしている。この義務は「債権関係」
終了後の法律関係を整理するために認められる法律関係であるとしてい
る（29）。
鳩山博士は、一回の給付を持って終了する「一時的債権契約」と、一定
の継続的法律関係を当事者間に成立させる「継続的債権契約」、に分けて
「債権関係」終了後において信義則が適用される有用性について論じてい
る。
まず、「一時的債権契約」は、契約の性質上、一回または数回の給付の
みを目的とするのであって特殊な継続的生活関係を当事者間に成立させる
ものではなく、特に、弁済その他弁済に準じる行為によって「債権関係」
が終了した場合には、信義則によって「債権関係」終了後の法律関係を整
理する必要はないという（30）。
（27）　鳩山・前掲注（12）299,300頁。
（28）　鳩山・前掲注（12）262,290頁。
（29）　鳩山・前掲注（12）290,291,295頁。
（30）　しかし、「一時的債権契約」であっても、信義則によって「債権関係」終了後の
法律関係は場合によって認められることがあるという。それは、給付不能または債
務者の給付以外の原因で債権が終了また消滅した場合であり、これらの事実を相手
方に通知しないことで、同人に損害を生じさせてしまい、また元来債務者は給付を
為して債権者に利益を享受させるよう努力する義務を負うのであり、これを怠るこ
とは取引上の信義に反するという（鳩山・前掲注（12）290-295頁）。
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ついで、「継続的債権契約」終了後における法律関係について明文規定
があるのは654条の善処義務であるとし、この規定を他の「継続的債権契
約」に類推適用することができるかが問題となるという（31）。654条の善処
義務は、「継続的債権契約」の終了原因が発生したとしても突然に全ての
関係が断絶してしまうのではなく、当然後始末をすべきであって、この規
定は信義則上当然であり「継続的債権契約」の性質上当然である事項を注
意的に規定したものであると解するのが正当であるとしている（32）。その上
で、654条を他の「継続的債権契約」終了の場合に類推適用すべきかにつ
いては、善処義務をなすことが「継続的債権契約」の性質上当然であって、
また信義則上正当であるならば、他の「継続的債権契約」についても類推
適用すべきであるという（33）。
３　義務存立基盤としての債務関係の理解
鳩山博士によれば、「債権関係」とは、一定の給付を内容とし、一定の
目的のために存立する「限時的法律関係」であり、債権者側からいえば、
その目的を達するための権利であり、債務者側からいえば、その目的を達
成するまでの拘束であるという。このことから、履行は「債権関係」の解
消を内容とする行為であって、履行によって債権者はその目的を達し、債
務者はその拘束から解放されるとしている（34）。
しかし、「債権関係」終了後において信義則が適用され、法律関係を整
理するために法律関係および義務が認められるとされる場合に、終了した
はずの「債権関係」との関係をどのように理解するのかについては明確に
は言及されていない（35）。
（31）　654条に定められている委任の終了後の処分において問題となる義務の呼称は、
論者によって異なっている。本稿では、近時多く用いられている「善処義務」とい
う呼称を用いることとする。
（32）　鳩山・前掲注（12）296頁。
（33）　鳩山・前掲注（12）297頁。
（34）　鳩山・前掲注（12）（初出1916）97頁。
（35）　なお、鳩山博士は、654条の善処義務について、同義務によって委任者本人は利
益を受けるのは委任契約存続中と同一であることから、その義務の範囲内で委任契
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４　被違反義務の性質
鳩山博士は、「債権関係」終了後において信義則が適用されることで、
当事者間に法律関係が存することを認めうることがあると言及しつつ（36）、
さらに、「継続的債権契約」においては、信義則のみならず、「継続的債権
契約」の性質上当然に導かれることも明らかにしている（37）。
しかし、鳩山博士は履行過程における義務と契約余後効で問題となる義
務との相違については鮮明にはしていない。
５　義務違反の効果と責任性質
履行不能など債務者の給付以外によって「一時的債権契約」が終了した
後の通知義務については、この不履行によって相手方に損害が生じたとき
に損害賠償請求できるかは、通知義務の有無によって決まることとなると
言及されている（38）。しかし、本稿で問題とする義務違反の効果については
言及していない。
また、契約余後効で問題となる義務に違反に対する責任の法的性質につ
いても言及していない。
（二）牧野説
１　想定場面 ―具体的な内容
牧野博士は、契約余後効として想定している場面を刑法の不作為犯から
見いだしている。すなわち、病人を看護する契約の期間が満了したとして
も看護を継続する義務が認められなければならないという（39）。また、フラ
ンス法学者の見解から、雇用契約が期間の満了または債務の履行の完成
によって解消・終結した後においても、若干の関係が残る当事者の義務
約がなお存続すると解するとしている（鳩山・前掲注（12）296,297頁）。
（36）　鳩山・前掲注（12）262,290頁。
（37）　鳩山・前掲注（12）296頁。
（38）　鳩山・前掲注（12）292頁。
（39）　牧野・前掲注（20）514-516頁。
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には、積極的義務と消極的義務とがあると紹介する（40）。前者の積極的義務
は、旧当事者の一方が他方に向かって旧関係を回復させることを申し出た
ときは、これに応じなければならない義務であるという（41）。後者の消極的
義務は、契約の解消後において当事者の一方は他方に対して不正競業とな
るような行動をしない義務であるという（42）。
２　契約余後効の意義
牧野博士は、契約の事後において信義則が適用されることで、「契約に
後行する義務」、つまり、契約の事後において信義則によって一種の義務
が存続することがあるという（43）。契約から発生する義務には、その契約か
ら直接に成立するものと、その契約によって成立した関係から発生する信
義則上の間接の義務があり、後者が「契約に後行する義務」または「契約
の事後における契約上の義務」であるという（44）。
契約期間終了後における不作為が刑法上不作為犯を構成されるとするた
めには、契約の事後においても民法上一種の作為義務が肯定されなければ
ならないという（45）。この刑法上の観点から、事務管理者が一種の義務とし
て開始した管理を全うしなければならないのであれば、契約によってもた
らされた関係においても同じく適当に処理を全うする義務が成立しなけれ
（40）　牧野・前掲注（20）525-532頁。
（41）　牧野博士によれば、昭和６年法律第57號である入營者職業保障法２条本文であ
る「雇傭者ハ入營ヲ命ゼラレタル被傭者ヲ解雇シタツトキ又ハ被傭者ノ入營中雇傭
期間ノマ満了シタルトキハ其ノ者ガ退營（入營ノ際行フ身體檢査ノ結果歸郷ヲ命ゼ
ラレタル場合ヲ含ム）シタル日ヨリ三月以内ニ更ニ之ヲ雇傭スルコトヲ要ス」とい
う規定は、契約の事後における積極的義務を定めているという（牧野・前掲注（20）
527,528頁）。
（42）　牧野・前掲注（20）530-532頁。また、借家法２条（現行の借地借家法26条２項）
における法定更新にも言及しているが（牧野・前掲注（20）532-538頁）、この法定
更新に関する規定は契約余後効の具体的場面の提示ではなく、信義則の要請に適っ
た規定であるということに重点が置かれていると考えられる。
（43）　牧野・前掲注（20） 516頁。
（44）　牧野・前掲注（20）517,518頁。
（45）　牧野・前掲注（20）513-516頁。
白鷗法学　第24巻３号（通巻第51号）（2018）152
ばならないということから、契約によって設定された義務を超越して契約
の効果を認めるべきであり、契約の事後においても信義則上の義務を発生
すると考えなければならないという（46）。
３　義務存立基盤としての債務関係の理解
牧野博士は、契約から発生する義務には、その契約から直接に成立する
ものと、その契約によって成立した関係から発生する信義則上の間接の義
務があるとしている（47）。また、債務関係は信義則を介して包括的に考察さ
れなければならないと言及しているが（48）、債務関係をどのように解するか
については言及していない。
４　被違反義務の性質
契約から発生する義務には、その契約から直接に成立するものと、その
契約によって成立した関係から発生する信義則上の間接の義務があり、後
者が「契約に後行する義務」または「契約の事後における契約上の義務」
であるという（49）。その表現からは、履行過程における義務は契約から直接
生じる義務であり、「契約に後行する義務」は契約によって成立した関係
を前提に信義則によって認められる間接の義務であると読むことができる
が、両者の相違に関しては言及されていない。
５　義務違反の効果と責任性質
牧野博士は、契約余後効で問題となる義務違反の効果および責任の法的
性質について、言及していない。
（三）我妻説
１　想定場面 ―具体的な内容
（46）　なお、牧野博士は、契約期間終了後において民法上の作為義務を肯定するが、こ
の義務は事務管理上の義務なのか契約上の義務であるかは明らかにしていない（牧
野・前掲注（20）521頁）。
（47）　牧野・前掲注（20）517,518頁。
（48）　牧野・前掲注（20）512,513頁。
（49）　牧野・前掲注（20）517,518頁。
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我妻博士は、契約余後効について、「契約関係」終了後における適切な
処置の必要性から考察している。まず、「契約関係」終了後における善後
措置の具体的場面として、654条の善処義務を挙げ、この善処義務は「契
約関係」が終了した後においても、当該関係の存続中に生じたことについ
ての善後措置を講じなければならないという思想に基づく義務であり、雇
用（50）や賃貸借においても同様に妥当するという（51）。ついで、契約存続中
に生じた事実関係が「契約終了後」にも残存するために、これを適切に処
理しなければならないという。この考えは、地上権、永小作権および賃
貸借関係などの消滅後における原状回復の権利義務（269、279、616、
598条）、賃貸借契約における有益費用の償還請求権（608条）並びに造
作物買取請求、地上権者の費用償還請求、小作人の離作料および借家に伴
う権利金に現れるという（52）。さらに、契約によって緊密な関係に立った者
は、その終了後においても、相手方がその「契約関係」にあった為に不当
な不利益を被らないようする義務があると説く。その例として、雇用関係
において、その雇用によって習得した技術をもって、「契約終了後」、直ち
に雇主の営業上の地位を脅かすような競業を避けなければならない義務
（競業避止義務）を挙げている（53）。
２　契約余後効の意義
我妻博士によれば、信義則の要求するところにより、「契約関係」が終
了した後においても、当事者は直ちに無縁の人となるのではないという。
すなわち、「契約関係」が終了した後においても、当該「契約関係」の存
続中に生じたことについての善後措置を講じなければならないという。こ
の考えから、「契約関係」が終了しても、その存続中に生じた事実関係が
（50）　前掲注（20）に掲げた、大審院刑事部大正11年８月３日判決（大審院刑事判例
集１巻407頁）や大判大15年９月28日（大審院刑事判例集５巻387頁）を念頭に置
いている（我妻榮『債権各論 上巻（民法講義Ⅴ1）』（岩波書店、1954）36頁）。
（51）　我妻・前掲注（50）36頁。
（52）　我妻・前掲注（50）37頁。
（53）　我妻・前掲注（50）37,38頁。
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存続し、その事実関係を適当に処理することも契約当事者の責務であり、
共同の事業であるという（54）。そのため、契約によって緊密な関係に立った
者は、その終了後においても、相手方がその「契約関係」にあったことの
ために不当な不利益を被らないようにしなければならないとし（55）、「契約
関係」終了後であっても相手方に対する利益考慮の面で有用と考えている。
そのため、上記の通り、「契約関係」の存続中に生じたことについての
善後措置を講ずる義務や、契約存続中に生じた事実関係が「契約終了後」
にも残存するために、これを適切に処理しなければならない義務、契約に
よって緊密な関係に立った者は、その終了後においても、相手方がその
「契約関係」にあった為に不当な不利益を被らないようにする義務がある
とされる（56）。
３　義務存立基盤としての債務関係の理解
我妻博士によれば、債権者と債務者間には、単に一個の現実の債務が存
在するのではなく、債務を包み込んだ一個の「債権関係」が存在してお
り、「債権関係」は、特に契約当事者において債務の総和に尽きず、これ
らに伴う多くの権能と義務を包含し、当該契約によって企図された共同の
目的に向かって互いに協力すべき緊密な、一個の有機的な関係であるとい
う（57）。その結果、「債権関係」は、一個の社会的目的の達成を共同の目的
とする債権債務の有機的結合を当事者間の一個の法律的地位と取り扱うこ
とが容易となるとともに、債権者と債務者との間を単なる形式的な権利義
（54）　我妻・前掲注（50）36,37頁。
（55）　我妻・前掲注（50）37頁。
（56）　我妻・前掲注（50）36-38頁。
（57）　我妻・前掲注（3）６,７頁。なお、我妻博士は、「契約関係の成立に当たっても、
債権関係の存続中にも、またその消滅の後にも、およそ債権者と債務者との関係は
信義則を最高の理念として規律されるべきものだ」と記述しているように、我妻博
士は、「債権関係」と「契約関係」という用語を用いているが、両者の相違について
は明らかにしていない（我妻・前掲注（3）14頁）。しかし、契約から生ずる「債権
関係」のことを特に「契約関係」と呼んでいるように思われる（我妻・前掲注（3）６,
７,19頁）。
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務の対立としてではなく、信義則によって支配される一個の共同体とみる
ことができるという（58）。
４　被違反義務の性質
我妻博士によれば、契約当事者には一個の社会的目的の達成を共同の目
的とする債権債務の有機的結合たる「債権関係」が存在し、この「債権関
係」には複数の債権債務が包含されているという（59）。さらに、進んで特別
の関係を結んだ契約当事者間は、単に個々独立の債権債務を負担するだけ
でなく、財貨や労働力の移動・配分を担当する、社会的に意義のある一個
の共同体を構成する者として信義則上の義務を負うとされる（60）。契約余後
効における義務には、民法に規定されている義務とともに、信義則の要求
に基づく義務もあることも言及されている（61）。
我妻博士は、債権者・債務者間には多様な債権債務が存在することを明
らかにするが、履行過程における義務と契約余後効で問題となる義務とが
同一の性質を有するか否かについては言及していない。
５　義務違反の効果と責任性質
我妻博士は、「契約関係」が終了した後であっても種々の義務が存在す
ることを明らかにしているが、その義務違反の効果および責任性質につい
ては明らかにしていない。
（四）「契約余後効論の萌芽」時期の特徴
契約余後効論の萌芽の時期は、日本において主たる給付義務の履行後の
（58）　我妻・前掲注（3）７頁。
（59）　我妻・前掲注（3）６,７頁。
（60）　我妻・前掲注（50）35頁。また、ドイツ民法学上の「保護義務（Schutzpflicht）」
を紹介しているが、その内容は契約締結時の説明義務違反の例を挙げたうえで、締
結以前の内容であるから債務の内容とならないために債務不履行とならないとされ
る場合であっても、契約における信義則を理由として損害賠償を認めるべきである
というにとどまる（我妻・前掲注（3）41,42頁）。
（61）　我妻・前掲注（50）33,35-38頁。
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義務に関する事例はほとんど出現していなかったにもかかわらず、その問
題性を示唆し、日本における契約余後効論の出発点となった時期として位
置づけることができる。
この時期において、債務関係または契約が終了した後であっても、信義
則によって契約当事者間に義務が存することを認めているが、論者によっ
ては契約余後効に関する理論展開の出発点が異なっている。契約余後効の
想定場面にも現れているように、鳩山博士および我妻博士は、「契約終了
後」であっても信義則を介してその後の法律関係の調整または契約の性質
上認められる義務として、債権法上の議論を出発点としているのに対し、
牧野博士は、契約期間終了後の不作為が刑法上の不作為犯と構成されるた
めに認められる義務として、刑法上の議論から出発している。また、鳩山
博士はドイツ、牧野博士はフランスにおける議論から示唆を受けているこ
とは、日本における契約余後効に関する理論展開の端緒が外国法に存在し
ていたことは注目に値する。両博士に対し、我妻博士は、日本において想
定される場面をも念頭に置いており、契約余後効について直接的にドイツ
やフランスの議論に影響を受けたのかは明らかではない。いずれにせよ、
契約余後効における義務は、当事者の関係性に着目するなかで契約関係の
適切な処理に向けられた義務として志向されており、特に、我妻博士は、
契約によって緊密な関係にあった者の間には「契約終了後」に不当な不利
益を被らないようにする義務を負っていることを明らかにし、これによっ
て適切な契約関係の清算・解消をなすことを目的としていると考えられ
る。
ついで、義務存立基盤としての債務関係について、鳩山博士は、一定の
給付を内容とし一定の目的のために存立する「限時的法律関係」として論
じていることから、債務関係を債権者と債務者とに存する債権債務と同視
していると考えられる。これに対し、我妻博士は債務関係を債権者債務者
間に存する権利義務を包含する共同目的に向けられた緊密な有機的関係と
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して論じており、債権者債務者に存する包括的な関係性と捉えていると考
えられる。
また、契約余後効で問題となる義務の発生根拠として、信義則が共通し
て挙げられているが、義務の性質については論じられていない。
そして、このように信義則等によって根拠付けられるとされる契約余後
効で問題となる義務に違反したとき、どのような効果が認められるかにつ
いて、牧野博士と我妻博士は言及していないのに対し、鳩山博士は、「一
時的債権契約」終了後の通知義務の不履行によって相手方に損害が生じた
ときに損害賠償請求できることを示唆しているものの、その他の義務につ
いては言及されておらず、義務違反による責任性質は明らかにされていな
い。
この時期は、ドイツやフランスにおける議論に示唆を受け、契約余後効
を紹介し、その有用性が主張され始めた時期である。諸外国の議論を参考
に、信義則を介して債務関係または「契約終了後」であっても契約当事者
間には何らかの権利義務が存在していることを認めるが、不明確な点が少
なくない時期である。
三．契約余後効論の定着 ―義務構造論との接合―
（一）北川説
１　想定場面―具体的な内容
北川博士は、契約余後効の具体的場面として、事業譲渡人の競業避止義
務（商法25条（＝現行商法16条））、特約による雇用関係終了後の競業避
止ならびに守秘義務および委任契約における善処義務（654条）を挙げて
いる（62）。
２　契約余後効の意義
北川博士によれば、契約の前中後にみられる一定の利益・期待の衝突・
（62）　奥田昌道編『注釈民法（10） 債権（1）』（有斐閣、1987）351頁（北川善太郎執筆）。
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紛争を調節することが重要であるとされ（63）、債権消滅後、さらには「契約
債権関係」終了後においても、契約当事者間に事後的な付随義務が契約
利益の維持・保護のために残存するときには、「契約債務消滅後の付随義
務」があるという（64）。また、「契約関係」終了後にもなお「債権関係」の
相手方の生命・身体・人格ならびに財産を侵害しないように顧慮すべき予
後的な安全（保護）義務の問題として捉えることが出来る場合があるとい
う（65）。
換言すれば、北川博士は、給付義務の消滅後における契約利益の維持・
保護および契約関係終了後にもなお相手方の利益を侵害しないように顧慮
することが契約余後効の意義として考えられている。
３　義務存立基盤としての債務関係の理解
北川博士は、ナチスの全体主義思想の下で「債権関係（66）」は多くの義務
を包括しているとしてドイツの議論を紹介したうえで、「給付義務関係」
における契約目的実現という共通目的に現れた利益・期待の衝突・紛争を
調整するために機能していると言及されている（67）。
４　被違反義務の性質
北川博士は、「債権関係」上の義務を「主たる給付義務」、「従たる給付
義務」、「（広義の）付随義務」に分類している。「主たる給付義務」とは。
給付結果実現という面において給付義務の構成部分であるとし、「従たる
（63）　北川善太郎「契約締結上の過失」契約法大系刊行委員会編『契約法大系Ⅰ（契約
総論）』（有斐閣、1962）232頁。
（64）　「契約債務の履行過程」の付随義務は同時に「契約債務の消滅過程」の付随義務
でもあるとしている。その限りで、両方にまたがる付随義務は「契約債務の履行過
程における付随義務」であるとしている点には注意が必要である（北川・前掲注（62）
『注民』351頁、同・前掲注（14） 『債権』30頁）。
（65）　北川・前掲注（62）『注民』351頁。
（66）　北川博士は、「債権関係」と「契約債権関係」という用語を用いており、特に後
者は「契約（法律行為）を要件として契約債権関係が発生する（法律効果）」と論じ
ているように、その発生根拠が契約である場合には特に「契約債権関係」と論じて
いると思われる（北川・前掲注（14）『債権』15頁）。
（67）　北川・前掲注（6）『契約』351-357頁。
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給付義務」とは、給付結果実現という面において給付義務の構成部分とな
らないが、それと別個の内容であるが契約に付加されたという点で二次的
な訴求可能な契約義務であるという。それらとは別に「（広義の）付随義務」
があるとし、これを、契約目的の実現を目的とするが給付結果に直接関連
しない「（狭義の）付随義務」と、給付義務と内容的･時間的に独立した「（広
義の）付随義務」の一種で、「契約準備関係」や「契約関係」により特別
な相手方の利益（人格･財貨）への介入可能性から生じる侵害の不作為義
務であって、契約目的と直接に関係しない「安全（保護）義務」とに分類
する（68）。なお、「（狭義の）付随義務」は契約目的実現のための調整的・手
段的作用であり、給付義務への従属性と訴求不可能性をその特徴としてお
り（69）、「安全（保護）義務」は給付義務と内容的にも時間的にも独立した「（広
義の）付随義務」の一種であり、その内容は「契約準備関係」や「契約関
係」により、特別な相手方の利益への介入可能性から生じる侵害の不作為
義務であるとされる（70）。
その上で、北川博士は、契約余後効として債務者に存する義務には「契
約債権消滅後の付随義務」と「予後的な安全（保護）義務」とがあるして
いる（71）。北川博士によれば、これらの義務は給付義務外の「（広義の）付
（68）　また、これらの義務以外にも、法律関係の変動を生じさせたり、法律上の不利益
を受けないために一定の行為を必要とする場合に概念上用いられるが、本来の義務
ではなく、義務違反は間接義務者のみを侵害し、間接権利者の地位はむしろ改善さ
れるという種の「間接義務」もあるとされる（北川・前掲注（6）『契約』356頁）。
（69）　北川・前掲注（6）『契約』355,356頁、北川・前掲注（14）『債権』16頁。
（70）　北川・前掲注（6）『契約』357頁、北川・前掲注（14）『債権』16,30,31頁。また、
「安全（保護）義務」の不履行場面には、本来の給付が本旨履行であっても発生する
場合と、給付行為が本旨不履行であってなおそれとは別に発生する場合とがあり、
両者は不法行為責任規範で処理されるものであるが、一般私人とは異なった取引関
係における侵害であることから、契約的保護の付与が妥当するとされ、契約的保護
の付与という「安全（保護）義務」の懈怠というためには、懈怠と評価される債務
者の行為・態様ないし懈怠を生じるにいたった債務者に帰せしめうる諸事情が契約
目的と無関係であってはならないという（北川・前掲注（62）『注民』381,382頁）。
（71）　北川・前掲注（62）『注民』351頁。
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随義務」として信義則上要求される義務であるという（72）。
「（狭義の）付随義務」は、「契約債権関係」において給付義務の他に信
義則上給付の実現にかかわる種々のものがあり、給付によって実現される
契約利益の維持・保護を目的としており、これらは給付義務の発生・履
行・消滅の全過程にわたって存在しているが、それぞれの機能に違いがあ
ることを明らかにしている（73）。まず、契約形成過程においては、一方の交
渉態度により相手方が契約成立を正当に信頼したのが裏切られたという局
面で問題となるという。ついで、「契約債務の履行過程」においては、給
付義務にいわば付属的な性質のものであって、その違反が結局は給付義務
の不履行に至るという意味で債務不履行のシステムでは独自の地位を占め
ないが、侵害責任ではない危殆責任を生じさせるという。また、相手方の
給付義務に関する付随義務もある。これは、債権者の協力義務・受領義務
などが問題となるという。さらに、給付義務の消滅過程においては、この
過程における付随義務のかなりのものは履行過程における付随義務と重複
しているが、給付義務の消滅後にも、給付利益の維持にかかわる付随義務
があるという。
北川博士は、「（狭義の）付随義務」は、契約形成過程においては契約成
立の信頼の保護に向けて機能し、履行過程においては給付義務に関連して
給付利益獲得に向けて機能し、主たる給付義務の消滅後においては、給付
利益の維持に向けて機能するとみているといえよう。
安全（保護）義務は、債権関係の外膜に相当し、契約利益とは内容的に
も時間的にも独立した「（広義の）付随義務」の一種であり、「（狭義の）
付随義務」と異なり、「契約債権関係」の相手方の生命・身体・人格並び
財産の保護を目的としているという（74）。
（72）　北川・前掲注（6）『契約』90頁（初出1960）。
（73）　北川・前掲注（62）『注民』348-351頁、北川・前掲注（14）『債権』29頁。
（74）　北川・前掲注（62）『注民』351頁、北川・前掲注（14）『債権』30頁。
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５　義務違反の効果と責任性質
北川博士は、「契約債務消滅後の付随義務」および「安全（保護）義務」
について、他の過程における「（狭義の）付随義務」および「安全（保護）
義務」とは別に記述しているのではないが、それぞれの義務違反時におけ
る一般論としての効果について言及している。すなわち、「（狭義の）付
随義務」違反の効果は損害賠償責任が生じるとし（75）、「安全（保護）義務」
違反の効果もまた損害賠償責任、場合によっては契約解除権が生じるとい
う（76）。
また、北川博士は、「（狭義の）付随義務」と「安全（保護）義務」を含む「（広
義の）付随義務」違反を、「補充的契約責任」として位置づけている（77）。「基
本的契約責任」と「補充的契約責任」との違いについて、前者は給付義務
についての一体的な債務不履行責任と位置づけられるのに対し、後者は給
付義務外にあって契約利益の保護を目的とする各種の付随義務群や契約責
任の外枠を形成し、契約の場の確保・保全により間接に契約利益を維持す
る機能を持った注意義務が債権関係を介して契約責任に取り組まれている
という構造を意味しているという。また、「安全（保護）義務」については、
債権関係の相手方の生命・身体・人格･並び財産という法益侵害について
は、不法行為責任が発生するとし、請求権競合の問題が生じるという（78）。
（二）林説
１　想定場面 ―具体的な内容
林博士は、契約余後効の具体的場面として、商品の使用方法の説明や指
（75）　北川・前掲注（62）『注民』378頁。
（76）　北川・前掲注（14）『債権』103頁。なお、ここでの記述は、安全（保護）義務
違反一般に関するものであり、予後的な安全（保護）義務違反の効果として認めら
れるかは不明である。
（77）　北川・前掲注（6）『契約』361頁。
（78）　北川・前掲注（62）『注民』351頁。
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導、アフターサービスを挙げている（79）。
２　契約余後効の意義
林博士によれば、給付結果実現後もその目的確保のため「余後的な注意
義務」が認められるという（80）。また、給付結果に連なる一連の過程および
義務とは別に、債権者・債務者という特別な結合関係にある者の間で、債
務の履行に際して相手方の身体・財産を侵さないよう特別な配慮を必要と
するために、給付義務とは異なる「注意義務（態様義務）」が認められ、
特に、後者の「注意義務」を「保護義務」と呼び、契約締結前から履行後
に至るまで存するという（81）。すなわち、契約余後効は給付結果の確保およ
び相手方の身体・財産を侵害しないようにすることに資すると考えられて
いる。
３　義務存立基盤としての債務関係の理解
林博士は、「債権関係」を、「給付義務」を中心とする「付随的義務」を
包括した義務群を生じさせる当事者間の規範群であり、当該債権者・債務
者間に働く一回限りの具体的規範の網であるという（82）。
４　被違反義務の性質
林博士が「債権関係」において想定されている「給付義務」とは、給付
結果に直接向かう債務者の義務であり、給付結果の招来によってその使命
（79）　なお、ここでの契約余後効の具体的場面は「余後的な注意義務」として扱われる
もののみであり、「保護義務」に該当するものは言及されていない（林良平「契約責
任の構造」林良平・甲斐道太郎編『谷口知平先生追悼論文集 第二巻 契約法』（信山
社、1993）16頁）。
（80）　林良平他編『現代法律学全集８ 債権総論［改訂版］』（青林書院、1982）13頁（林
良平執筆）、林・前掲注（3）『第３版』15頁。
（81）　林・前掲注（80）『改訂版』13,98,99頁、林・前掲注（3）『第３版』15,113頁。
（82）　林・前掲注（80）『改訂版』14頁、林・前掲注（3）『第３版』15頁、林・前掲注
（79）『契約責任』15頁。なお、林博士は、林・前掲注（80）『改訂版』および林・
前掲注（3）『第３版』では「附随的義務」という用語を、林・前掲注（79）『契約責任』
では「付随義務」という用語を用いている。両者の概念の相違については明らかで
はないが、両者に違いはないのではないかと考え、林博士の見解を分析するにあた
り両者をともに「付随的義務」という呼称を用いていくこととする。
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を終えるのに対し、「付随的義務」は主たる給付結果へ向かう債権の保護、
給付結果を取り巻く利益群の保障をするものであると説く（83）。「付随的義
務」は、さらに、「給付義務」に近く履行のための注意深い行動の操作と
いう点で履行と結びつき、不完全履行を生じる義務である「注意義務」と、
履行過程といえるとしても、履行のための行動に直接関係していないが、
債権という特殊な法的結合関係の当事者であるために相手方の財産・生命
を特に保証するための「保護義務」に分けることができると説く（84）。さら
に、「保護義務」を進めると、「債権関係」を欠くがそれに近い特殊な法的
結合関係が存在する場合にも拡大することとなると指摘する（85）。
また、林博士によれば、履行過程において、「付随的義務」は「主たる
給付義務」の履行のための諸行為が積み重なった給付結果招来のための給
付行為としての役割を果たしているという（86）。なお、「注意義務」と「保
護義務」とは、前者が給付結果の保護に向けられており、債権者の利益保
護という結果を守る義務であることから給付義務と並べられ、財の移転が
存する義務であるのに対し、後者は債権者の完全性利益の保護に向けら
れており、違反の結果生じる損害が本来の給付義務の給付から離れてお
り、財の移転が存しないものの、行為義務の面では同様に捉らえられてい
る（87）。すなわち、保護利益が異なる点や財の移転の有無を捉え「注意義務」
と「保護義務」とを分けているが、「行為義務」という面では同様に債権
者の利益保護として解し両者をあわせて「付随的義務」と整理していると
考えられる。
これに対し、契約余後効で問題となる「余後的な注意義務」と「保護義
務」もまた「付随的義務」の一部として理解される。「余後的な注意義務」
（83）　林・前掲注（80）『改訂版』13頁、林・前掲注（3）『第３版』14,15頁、林・前
掲注（79）『契約責任』17,18頁。
（84）　林・前掲注（80）『改訂版』98,99頁、林・前掲注（3）『第３版』112,113頁。
（85）　林・前掲注（80）『改訂版』99頁、林・前掲注（3）『第３版』116頁。
（86）　林・前掲注（79）『契約責任』17,18頁。
（87）　林・前掲注（79）『契約責任』16,17頁。
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は、給付結果が生じても各種の義務があるものの、同時履行の抗弁や解除
で占める割合、本来の給付なくして余後的な給付は無意味であるという点
で、本来の給付義務と異なり、「余後的な注意義務」の結果は主たる給付
義務の給付結果に吸収されることから、「行為義務的な注意義務」と理解
されるという（88）。なお、給付結果実現後の義務として「余後的な注意義務」
と「保護義務」の両義務に言及されているが、給付結果実現後において
は、給付の結果は主たる給付義務の給付結果に吸収されるので、そこでの
義務は完全性利益を吸収した契約利益ないし履行利益を対象としていると
いう（89）。すなわち、給付結果実現後においては、債権者の利益は完全性利
益を吸収した契約利益ないし履行利益に統一化されており、保護利益の相
違を「余後的な注意義務」と「保護義務」との判断基準とすることはでき
ないが、財の移転の有無を判断基準としている。
５　義務違反の効果と責任性質
林博士は、契約余後効で問題となる「余後的な注意義務」と「保護義務」
もまた「付随的義務」の一部として理解しており、その違反によって生じ
た損害は、給付義務とは別の義務違反から生じるものであり、填補賠償や
遅延賠償と異なった賠償の対象となるとするとして、損害賠償が可能であ
ると説く（90）。
また、林博士は、「債権関係」を、給付義務を中心とする「付随的義務」
を包括した義務群を生じさせる当事者間の規範群であり、当該債権者・債
務者間に働く一回限りの具体的規範の網であるしている（91）。そのため、債
（88）　この意味で余後的な注意義務は、従たる給付義務といえるとされる（林・前掲注
（79）『契約責任』16頁）。
（89）　林・前掲注（79）『契約責任』15-18頁。
（90）　付随的義務違反の効果として損害賠償請求権が生じるとしているが、その義務違
反によって生じる損害の対象となるのは、不完全な履行によって生じ遅滞･不能に
よって尽されぬ損害たる「付加損害」であるという（林・前掲注（80）『改訂版』
97-99頁、林・前掲注（3）『第３版』112,113頁）。
（91）　前掲注（82）を参照されたい。
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務関係という枠内で、債権者・債務者間の権利義務を「余後的な注意義務」
と「保護義務」も含めて包括的に位置づけ、債権者の利益の侵害に注目
し契約義務違反として契約責任として理解している（92）。また、「保護義務」
については不法行為との接点は近く、不法行為法理をも勘案すべきかもし
れないという（93）。
（三）奥田説
１　想定場面 ―具体的な内容―
奥田教授は、契約余後効の具体的な内容には言及していない。
２　契約余後効の意義
奥田教授によれば、「債権・債務（給付義務）」が成立する以前に、両当
事者が契約締結を目的としてその準備交渉に入る段階や、契約成立後履行
過程の段階、契約関係終了後の段階のそれぞれにおいて、債権者・債務者
間で相互に相手方の生命・身体・所有権その他財産的利益（完全性利益）
を侵害しないように配慮すべき注意義務である「保護義務」が認められる
という（94）。この「保護義務」は、当事者が契約ないし債務関係を媒介とし
て、債権者・債務者という特別な結合関係に入ったために、相互にこれら
の法益に干渉し関与する可能性が濃厚になったこと、および各当事者が相
互に相手方の法益を侵害しないことへの信頼を付与していることから認め
られるという（95）。すなわち、契約余後効は、主たる給付義務の履行後にお
いて債権者・債務者間で相互に完全性利益を侵害しないようにすることに
資すると考えられている。
３　義務存立基盤としての債務関係の理解
奥田教授は、債権者の地位ないし権利が債権であり、それに対応し、債
（92）　林・前掲注（79）『契約責任』15-19頁。
（93）　林・前掲注（80）『改訂版』99頁、林・前掲注（3）『第３版』113頁。
（94）　奥田昌道『債権総論［増補版］』（悠々社、1992）18,19頁。
（95）　奥田・前掲注（94）『債権総論』18,19頁。
白鷗法学　第24巻３号（通巻第51号）（2018）166
務者の地位ないし義務が債務と定義したうえで、債務は債権者に対し一定
の行為（給付）をなすべき義務、一定の給付を債権者に取得させるべき地
位として、その一定の行為（給付）をなすべき義務を「給付義務」と呼ぶ。
その意味で債務は「給付義務」であるが、債務者が負担している義務はこ
の「給付義務」に尽きず、「附随的注意義務」、「保護義務（Schutzpflicht）」
があるとする（96）。
奥田教授は、これらの義務の存立基盤を２つに分類して考察している。
すなわち、契約に基づき発生し、「給付義務」および「付随的注意義務」
を基礎づける「契約関係・債権債務関係（給付義務関係）」と、給付義務
が成立する以前から両当事者が契約締結を目的としてその準備交渉に入る
段階で両当事者の接触という事実に基づいて成立し、「保護義務」を基礎
づける関係があるとしている（97）。このように、奥田教授は義務の性質に応
じてその存立基盤としての債務関係を峻別している。
４　被違反義務の性質
上記の通り、奥田教授は、債務者が負っている義務には、「給付義務」、
「附随的注意義務」および「保護義務」が認められるとしている。
「附随的注意義務」とは「給付義務」の存在を前提として、この「給付義務」
を債務の本旨に適った実現をするよう配慮すること、および給付結果ない
し給付利益の保護へと向けられた注意義務であり、「給付義務」に付随す
るところから「附随義務」とも呼ばれるという（98）。
「保護義務」とは、「債権・債務（給付義務）」が成立する以前に、両当
事者が契約締結を目的としてその準備交渉に入る段階や、契約成立後履行
過程の段階、契約関係終了後の段階のそれぞれにおいて、債権者・債務者
（96）　奥田・前掲注（94）『債権総論』15-20頁。
（97）　奥田・前掲注（94）『債権総論』15-19頁。なお、奥田教授は、給付関係とは別に
存在し、保護義務を基礎づける債務関係についてその呼称を明らかにしていない。
そこで、以下では奥田教授が想定していると考えられる保護義務を基礎づけている
債務関係を「保護関係」と呼ぶこととする。
（98）　奥田・前掲注（94）『債権総論』17,18頁。
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間で相互に相手方の生命・身体・所有権その他財産的利益（完全性利益）
を侵害しないように配慮すべき注意義務であるとし、また「保護義務」が
「契約関係・債権債務関係（給付義務関係）」の成立を必要としないという
ことを認めるならば、その根拠を既存の債務ないし「給付義務」に求める
ことはできず、「給付義務」に付随する「附随義務」と解することも適切
ではないために、信義則を根拠とする他ないという（99）。さらに「保護義務」
の保護法益が完全性利益であり、「契約関係・債権債務関係（給付義務関
係）」の成立を必要としない点で不法行為法上の保護対象と重なるが、債
務不履行法上の義務とされるのは、当事者が契約ないし債権・債務の関係
を媒介として、債権者・債務者という特別な結合関係に入ったことで、相
互にこれらの法益に干渉し関与する可能性が濃厚となり、相互に相手方の
法益を侵害しないことへの信頼を付与している（「要求せられたる信頼の
付与」）からとしている（100）。
奥田教授は、以上のような義務構造論を展開した上で、「保護義務」が
その目的方向性において「給付義務」から区別され、相手方の人身および
財産上の利益の保護へと向けられたものであるとし、この目的方向性、そ
の保護対象の点で一般不法行為法上の義務と近似することを理由として、
契約責任と不法行為責任のいずれに服させるべきかを峻別することができ
ないという。そして、「給付義務」と「保護義務」とは区別することがで
きると言う。つまり、「給付義務」は有効な給付関係の存在とその内容に
依存するのに対し、「保護義務」は事実上の接触に基づく成立するもので
あるからと説く。
以上のように、奥田教授によれば、「給付義務」および「附随的注意義
務」は、その定義および具体例から履行過程において問題となる義務群
であるのに対し、「保護義務」は「給付義務」が成立する以前に、両当事
（99）　奥田・前掲注（94）『債権総論』19頁。
（100）　奥田・前掲注（94）『債権総論』19頁。
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者が契約締結を目的としてその準備交渉に入る段階や、契約成立後履行過
程の段階、契約関係終了後の段階のそれぞれにおいて認められるとしてい
る（101）。すなわち、奥田教授は、履行過程においては、「給付義務」および
「附随的注意義務」が問題となるのに対し、契約余後効で問題となる「保
護義務」は契約の前中後にわたって存するとしている。
５　義務違反の効果と責任性質
奥田教授は、契約責任規範に服する「保護義務」の内容は、不法行為上
の義務のような権利を侵害してはならないという消極的内容に尽きるもの
ではなく、積極的な保護措置義務を含むと説示するが（102）、具体的にどの
ような効果が認められるのかについては言及していない。なお、「保護義
務」は契約責任規範に服するという（103）。また、「保護義務」の保護法益が
完全性利益であり、「契約関係・債権債務関係（給付義務関係）」の成立を
必要としない点で不法行為法上の不可侵義務に接近しているという（104）。
（四）前田説
１　想定場面 ―具体的な内容
前田教授は、契約余後効の具体的場面を「附随的（注意）義務」と「保
護義務」とに分けて言及している（105）。すなわち、「附随的（注意）義務」
として、営業譲渡をした者は一定期間一定地域内で競業をしてはならない
（101）　奥田・前掲注（94）『債権総論』16-19頁。
（102）　奥田昌道「安全配慮義務」石田喜久夫・西原道雄・高木多喜男先生還暦記念論
文集刊行委員会編『石田喜久夫・西原道雄・高木多喜男先生還暦記念論文集・中巻 
損害賠償法の課題と展望』（日本評論社、1990）39,40頁。
（103）　奥田・前掲注（102）『安全配慮』39,40頁。
（104）　奥田・前掲注（94）『債権総論』19頁。また、奥田教授は、契約責任規範に服
する保護義務の内容は、不法行為上の義務のような権利を侵害してはならないとい
う消極的内容に尽きるものではなく、積極的な保護措置義務を含むと説示する。し
かし、不法行為上の義務もまた積極的な作為義務に転化すること［不法行為規範の
拡張］もまた認められないわけではないと言及している（奥田・前掲注（102）『安
全配慮』39,40頁）。
（105）　前田達明『口述債権総論 ［第３版］』（日本評論社、1993）123頁。
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義務が挙げられており、「保護義務」として、雇用契約終了後に、被用者
が他の使用者に使ってもらおうとしたとき、後の使用者が先の使用者にそ
の被用者の業績等について問い合わせた場合に、先の使用者は事実を正し
く伝える義務、借家人が転宅したら、しばらくの間、借家人が転宅場所の
掲示を借家の前に張り出しておくことを受忍する義務、が挙げられてい
る。
２　契約余後効の意義
前田教授は、契約余後効を「契約終了後の責任」と呼び、これには「附
随的（注意）義務」と「保護義務」とが含まれており、「契約終了後にも
継続する義務」とも呼ばれるという（106）。これらの義務は、予め内容が確
定したものではないので、それ自体を訴求したり強制履行できないもの
の、法規や契約によって訴求可能であるとされる場合や、具体的内容が確
定しておりかつ本来的履行義務と同程度の価値があることから履行訴求あ
るいは同時履行の抗弁権を認める必要があるような場合には、信義則に
よって「履行義務」の一種である「附随的履行義務（Nebenleistungspflicht）」
に高めることができるという（107）。
３　義務存立基盤としての債務関係の理解
前田教授は、債権を債権者と債務者を結ぶ「法鎖」、「債権関係」を「特
別な結合関係」としているが、債権と「債権関係」との関係性をどのよう
に解するのかについては明言していない（108）。
４　被違反義務の性質
前田教授は、義務構造については詳細に言及している。まず、例えば売
買契約の際に、売主が履行期に目的物を引渡す義務といった「本来的履行
義務（primare Leistungspflicht, Hauptleistungspflicht）」があり、この不履
（106）　前田・前掲注（105）123頁。
（107）　前田・前掲注（105）121-123頁。
（108）　前田・前掲注（105）88,122,124頁。
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行が「債務不履行」であるという（109）。さらに、債務の本旨に従って履行
がなされうるようにする債務者および債権者の作為・不作為義務である
「附随的（注意）義務」（行為義務）があるとする（110）。「附随的（注意）義
務」は予め内容が確定しておらず、そのためその義務自体の強制履行は考
えられておらず、履行結果の不発生は即債務不履行を意味するのに対し、
「附随的（注意）義務」を遵守していても、「本来的履行義務」の結果不発
生があることから、「附随的（注意）義務」は「履行義務（Leistungspflicht）」
とは異なり、さらに「附随的（注意）義務」は法規や契約で「履行義務」
に高められることがあり、その場合には強制履行が可能である「附随的履
行義務（Nebenleistungspflicht）」となるという（111）。
「附随的（注意）義務」が「履行義務」を債務の本旨に従って実現しう
るように配慮・保護する義務であるのに対し、履行に際して相手方の生
命・身体や財産的利益（完全性利益）などを侵害しないように配慮・保護
すべき義務という「保護義務（Schutzpflicht）」があるという（112）。保護義
務の理論的根拠として、「債権関係」という特別な結合関係に入った当事
者は、一般人以上に相互の法益に干渉する可能性が大きく、そのために当
事者は相互に相手の法益を侵害しないことへの信頼を付与している点にあ
り、その点で不法行為法ではなく債務不履行法によって保護すべきである
とする。また、「保護義務」は「附随的（注意）義務」と同じく、それ自
体を訴求または強制履行できない点および法規や契約によって「履行義務」
に高めることができるという（113）。
「附随的（注意）義務」と「保護義務」との区別の実益として、前者は
純粋に債務不履行責任として扱うことができるのに対し、後者は不法行為
（109）　前田・前掲注（105）120頁。
（110）　前田・前掲注（105）120,121頁。
（111）　前田・前掲注（105）121頁。
（112）　前田・前掲注（105）122頁。
（113）　前田・前掲注（105）122頁。
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責任と規範競合するために両責任を衡量しなければならないという点にあ
るとする（114）。
なお、前田教授によれば、契約余後効で問題となる義務の性質には、
「付随的（注意）義務」と「保護義務」があるという（115）。上記の通り、「付
随的（注意）義務」は法規や契約、さらには信義則によって「附随的履行
義務」に高められることがあるとしている。また、履行過程の諸義務は
「（本来的）履行義務」と結びついているが、契約余後効で問題となる諸義
務については、信義則を根拠としており「（本来的）履行義務」とは関係
ないということを指摘している（116）。
５　義務違反の効果と責任性質
前田教授によれば、契約余後効で問題となる義務違反は契約上の損害賠
償責任を生じさせるとしている（117）。また、ここでの損害賠償は「拡大さ
れた契約責任」であることから、その損害賠償の範囲は、契約が無効であ
るとき有効であると信頼したことによって被った損害である「信頼利益」
に制限されるべきであるという（118）。なお、契約余後効で問題となる諸義
務は信義則を根拠としており「（本来的）履行義務」とは関係ないものの、
契約にかかわる義務の不履行であるということで、債務不履行責任として
処理することが妥当であり、特別な関係にない人々の損害賠償責任である
不法行為責任で処理することは妥当ではないという（119）。
（114）　前田・前掲注（105）123頁。
（115）　前田・前掲注（105）123頁。
（116）　前田・前掲注（105）123,124頁。
（117）　前田・前掲注（105）123頁。
（118）　前田・前掲注（105）124頁。なお、前田教授は、信頼利益を「契約が無効であ
るとき有効であると信頼ことによって被った損害」と定義づけている（前田・前掲
注（105）27頁）。「契約終了後の責任」において契約解除権が認められると言及さ
れていないことから、この信頼利益の定義では「契約終了後の責任」における損害
賠償責任の範囲は判然としないと思われる。
（119）　前田・前掲注（105）124頁。
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（五）「契約余後効論の定着」時期の特徴
契約余後効論の定着の時期は、特に、我妻博士の理論を参考に契約余後
効の存在が学説において承認された時期として把握することができる。さ
らに、この時期は、積極的債権侵害論において債務関係に関する議論が活
発に展開された時期と重なり（120）、契約余後効で問題となる義務を債務関
係においてどのように位置づけるのか、いかなる性質を有する義務である
のかについて検討されている。
この時期において、契約余後効の妥当領域として挙げられているのは、
我妻博士によって言及された場面のみならず、新たな場面が想定されてい
る。これらの場面は日本の裁判例を参考にしたのか、外国の裁判例を参考
にしたのかは明らかではないものの、義務構造の分析をする中で見いださ
れた場面のように思われる（121）。
また、契約余後効で問題となる義務は、主たる給付義務の履行後であっ
ても契約当事者間に存する義務と言及されるに留まらず、付随義務や保護
義務などとして義務構造論の中で論じられている。なお、契約余後効で問
題となる義務として、完全性利益の保持に向けられた義務である保護義務
が必ず挙げられているのに対し、従たる給付義務や付随義務を含めるか否
かについては議論が分かれている。
この見解の相違は、債務関係の理解の相違として分析することができ
る。
契約余後効で問題となる義務に従たる給付義務や付随義務を含めるとい
（120）　積極的債権侵害論は、ドイツにおけるシュタウプ（Staub）による「積極的契約
侵害」概念に端を発し、岡松参太郎博士によって日本に紹介され、今日に至るまで
債権関係概念および義務構造論に多大な影響を及ぼしているとされる（長坂・前掲
注（6）２,３,139,140頁（初出1992））。
（121）　なお、ここで挙げられている場面は、ドイツにおいて議論されてきた場面を念頭
に置いているように思われる。例えば、賃貸借契約終了後の転居先看板設置受忍義
務は、KG Berlin, 1910年１月11日判決（DJZ 1910, 1412.）を、アフターサービス義
務は、AG München, 1970年５月６日判決（NJW 1970, 1852f.）を参考にしていると
思われる。
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う、北川博士、林博士および前田教授は、債務関係を債務者に存するあら
ゆる義務の存立根拠として統一的に捉えていると考えられる。その結果、
給付義務の履行後であっても、債権者の各種の利益を保護するために各種
の義務が認められ、これらの義務はどのような利益に資するのかという点
に着目して従たる給付義務および付随義務と保護義務とに分類しているの
で（122）、これらの義務が契約余後効で問題となる義務に含まれると解して
いると考えられる。
契約余後効で問題となる義務に従たる給付義務および付随義務を含めな
いという、奥田教授は、債務関係について給付義務を根拠付ける「契約関
係・債権債務関係（給付義務関係）」と保護義務を根拠付ける「保護関係」
とに分けて論じている。その結果、付随義務とは給付結果ないし給付利益
に向けられた給付義務に付随している義務としていることから、有効な給
付義務の履行によって給付義務とともに付随義務もまた消滅しているた
め、その時点では保護義務のみが問題となると解していると考えられる。
このように、債務関係および義務構造論から契約余後効が論じられるこ
とで、履行過程における義務との相違について方向性を呈示している。す
なわち、履行過程と異なり、給付義務の履行後においては債権者が獲得ま
たは有している利益の維持・保護を目的とした義務が存在すると解されて
いる。また、完全性利益の保護を目的とする義務については履行過程にお
ける義務と相違がないと解しているように思われる。しかし、給付結果実
現後において債権者の利益は完全性利益を吸収した契約利益に統一化され
ているという林博士の見解は、主たる給付義務の履行後における義務構造
につき保護法益を基準とするのでは不十分であると志向しているものと考
えられる。さらに、義務構造論による分析によって、義務違反時の効果も
（122）　なお、林博士は、給付結果実現後において債権者の利益は完全性利益を吸収し
た契約利益に統一化されていることから、保護法益ではいわゆる「付随義務」と「保
護義務」とを区別することはできないが、財の移転の有無を判断基準として分類し
ている。
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また抽象的にではあるが論じられている。
そして、完全性利益の保護に向けられた保護義務という観点から、契約
余後効における責任性質について、契約責任と不法行為責任との競合とい
う新たな問題を生じさせている。
この時期は、日本において契約余後効論が定着し、債務関係および義務
構造論から新たな分析が加えられた時期である。契約余後効がこれらの視
点から分析され、その多様性が論じられているものの、日本における裁判
例が少ないためか具体的な検討が行われることは少ない時期である。
（本学法学部講師）
契約責任の時間的延長に関する一考察（1）（蓮田） 175
